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第１期「まち・ひと・しごと創生総合戦略」に関する検証会について

○主な検証事項

五十嵐 智嘉子 （一社）北海道総合研究調査会理事長

岡田 豊 みずほ総合研究所株式会社調査本部

主任研究員

牧野 光朗 長野県飯田市長

松原 宏(座長) 東京大学大学院総合文化研究科教授

○委員

・「総合戦略」に掲げる４つの基本目標等の

KPIの検証

・「地方創生版・三本の矢」等の地方創生に向けた

支援の検証

・「地方版総合戦略」の検証

○開催実績

第１回 １月28日（月） 10:00～12:00

・総合戦略のKPIの検証について

・東京一極集中の動向と要因について

第３回 ３月27日（水） 13:30～16:00

・地方創生に向けた支援の検証について

（「地方創生版・三本の矢」など）

・「地方版総合戦略」の検証について

第２回 ３月１日（金） 16:30～18:30

・総合戦略のKPIの検証について

・東京一極集中是正に関するKPIについて

第４回 ４月19日（金） 10:00～12:00

・東京一極集中の要因分析について

・ 「まち・ひと・しごと創生総合戦略（2018改訂版）」（平成30年12月21日閣議決定）において、

2019年度は、第１期「総合戦略」の最終年にあたることから、これまでの地方創生の取組の成果や課題を

今一度正確に調査・分析し、第２期「総合戦略」策定の準備を開始することが位置付けられている。

・ これを踏まえ、第２期「総合戦略」策定を見据え、東京一極集中の要因分析、基本目標等のKPIや

「地方創生版・三本の矢」などの地方創生に向けた支援についての検証を行った。

○開催趣旨

(敬称略)



東京一極集中の現状について
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○ これまで３度、地方から大都市（特に東京圏）への人口移動が生じてきた。

○ 景気が良くなる中で、2018年は、東京圏への転入超過数は、13.6万人を記録。

第１人口移動期
(1960～1973

(オイルショック))

（転入超過数 万人）

三大都市圏及び地方圏における人口移動（転入超過数）の推移

（出典）総務省「住民基本台帳人口移動報告」（日本人移動者）
（注）上記の地域区分は以下の通り。
東京圏：埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県 名古屋圏：岐阜県、愛知県、三重県 大阪圏：京都府、大阪府、兵庫県、奈良県
三大都市圏：東京圏、名古屋圏、大阪圏 地方圏：三大都市圏以外の地域

第１人口
移動均衡期
(1973～1980)

第２人口移動期
(1980～1990年代

(バブル崩壊))

第２人口移動均衡期
(1993～1995)

第３人口移動期
(2000～)

大阪圏

名古屋圏

地方圏

38.8万人

21.1万人

6.3万人

△65.1万人

転入超過ピーク
（高度経済成長期）東京圏

13.6万人

- 0.8万人

- 0.7万人

- 12.0万人

＜東京圏転入超過数の推移＞
1962年 387,874人（高度成長期のピーク）
1976年 44,443人（高度経済成長のボトム）
1987年 163,644人（バブル期のピーク）
1994年 △16,914人（バブル崩壊後のボトム）
2007年 155,150人（リーマンショック前のピーク）
2011年 62,809人（東日本大震災）

地方圏からの転出超過ピーク

37.7万人
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○ 東京圏への転入超過数の大半を10代後半、20代の若者が占めており、大学等への
進学や就職が一つのきっかけになっているものと考えられる。

東京圏への転入超過数（2010年－2018年、年齢階級別）

（人）

2010年 2011年 2012年 2013年

転

入

転

出 2014年 2016年2015年 2017年

資料出所：総務省「住民基本台帳人口移動報告」（2010年―2018年/日本人移動者）

2018年
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資料出所：総務省「住民基本台帳人口移動報告」（2010年―2018年/日本人移動者）

2018年

○ 近年の東京圏への転入超過数を男女別に見ると、男性よりも女性が多い傾向にある。

○ 男女ともに、2018年に増加しているが、増加幅は男性よりも女性が大きい。

東京圏への転入超過数（2010年－2018年、男性：年齢階級別）
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資料出所：総務省「住民基本台帳人口移動報告」（2010年―2018年/日本人移動者）

2018年

○ 近年の東京圏への転入超過数を男女別に見ると、男性よりも女性が多い傾向にある。

○ 男女ともに、2018年に増加しているが、増加幅は男性よりも女性が大きい。

東京圏への転入超過数（2010年－2018年、女性：年齢階級別）
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○ 東京圏の転入超過数は、かつては、転入超過が多いときは男性が女性を上回り、少ないときは女性が男性を
上回る状況がみられた。

○ バブル崩壊後以降は男女差がほぼみられない状況が続いていたが、リーマンショック、東日本大震災以降
は、 女性が男性を上回って推移している。

（転入超過数 万人） 東京圏の転入超過数（対地方圏）の推移［男女別］

（出典）総務省「住民基本台帳人口移動報告」（日本人移動者）

2018年

東京圏の転入超過数の推移（男女別）

＜転入超過の推移＞
1962年 387,874人（高度成長期のピーク）
1976年 44,443人（高度経済成長のボトム）
1987年 163,644人（バブル期のピーク）
1994年 ‐16,914人（バブル崩壊後のボトム）
2007年 155,150人（リーマンショック前のピーク）
2011年 62,809人（東日本大震災）
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○ 女性の大学（学部）進学率が上昇し、大学（学部）進学率の男女差は縮小している。

学校基本調査より、まち・ひと・しごと創生本部事務局作成
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東京圏への転入超過数 市町村別内訳と累積割合（全市町村）2017

資料：住民基本台帳の人口移動のデータ（日本人移動者）に基づき、内閣官房まち・ひと・しごと創生本部事務局において作成。

東京圏への転入超過数がマイナス
（東京圏から人口が移動してきている）
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東京圏への転入超過数 市町村別内訳と累積割合（2017 上位63団体）
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資料：住民基本台帳の人口移動のデータ(日本人移動者)に基づき、内閣官房まち・ひと・しごと創生本部事務局において作成。
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資料：住民基本台帳の人口移動のデータ(日本人人口)に基づき、内閣官房まち・ひと・しごと創生本部事務局において作成。

東京圏への転入超過数 上位63団体の男女別内訳 2017年

■ 男性
■ 女性
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図 東京圏への移動理由
※ 地方出身の東京圏居住者・

いちばん最近東京圏に引っ越した理由

図 年齢別東京圏への転出数
※ 平成25年 東京圏の市町村を除く集計

○ 東京圏への転出は15-29歳の若年層が全体の約５割を占めている。

○ アンケート調査によると、東京圏への移動理由は年齢によって異なる。10歳代～20歳代は進学や就
職、30歳代以降は仕事（※１）や家族（※２）に関連した移動が多い。

（※１）転職・独立・企業や会社の都合等 （※２）家族の移動に伴って、家族の介護、出産・子育て等

若年層の東京圏への移動理由

出所：「大都市圏への移動等に関する背景調査」（平成27年９月）



○ 住民基本台帳人口移動報告に基づく分析によると、西日本の市町村では東京圏よりも、地域ブロック内の
他府県や、東京圏以外の他の地域ブロックへ転出する割合が高い。

○ アンケート調査によると、進学時及び就職時に東京圏に移動した人のうち、東京圏での生活を志望したの
は半数程度。（志望する大学・企業を選んだら結果的に東京圏だった者が４分の１程度）。

図 地域ブロック別の転出先の構成 (%)
※ 平成25年 東京圏の市町村を除く集計

図 東京圏での進学・就職についての考え
※ 進学時・就職時に東京圏に移動した、

地方出身の東京圏居住者：N=5,950

東京圏への移動理由についての考え

出所：「大都市圏への移動等に関する背景調査」（平成27年９月）
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進学・就職した
志望する学校・企業を選んだところ、

結果的に東京圏で進学・就職

することになった
東京圏以外を志望していたが、

やむを得ず東京圏で進学・就職

することになった
東京圏ということを

特に意識していなかった
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n=

一都三県
（東京・埼
玉・千葉・
神奈川）で
仕事をした
かったから

希望する仕
事がなかっ
たから

一都三県
（東京・埼
玉・千葉・
神奈川）で
暮らした
かったから

収入の高い
仕事がな
かったから

規模の大き
な企業に就
職したかっ
たから

地元や親
元を離れた
かったから

地元で希望
する仕事は
あったが採
用されな
かったから

地元にどの
ような仕事
があるか知
らなかった
から

地元にどの
ような就職
先があるか
知らなかっ
たから

買い物や交
通などの日
常生活が
不便だから

プライベー
トに干渉さ
れそうだか
ら

多様な人材
の活用に消
極的そうだ
から

地元は話
が合う人が
少ないから

文化施設
（美術館、
コンサート
ホール等）
が少ないか
ら

仕事と家庭
を両立しづ
らそうだか
ら

医療施設
や福祉施
設が充実し
ていないか
ら

子育てしづ
らそうだか
ら

その他
具体的に：

最初は一
都三県（東
京・埼玉・
千葉・神奈
川）以外の
就職先を選
んだ（その
後の事情に
より一都三
県に転居）

これ以上理
由はない

TOTAL 2453 41.5 33.9 34.6 18.5 17.8 21.2 11.4 8.8 7.9 9.3 5.1 2.9 3.2 3.2 1.5 1.3 0.6 8.0 5.1 23.4

男性 1241 40.5 38.0 28.5 21.7 20.4 15.3 13.2 9.7 8.9 7.0 3.5 3.0 3.0 2.3 1.0 0.7 0.4 6.8 6.1 26.1

女性 1212 42.5 29.7 40.8 15.3 15.1 27.1 9.6 8.0 6.8 11.6 6.8 2.9 3.5 4.0 2.1 1.8 0.8 9.2 4.0 20.6

Q1　あなたの性
別をお答えくださ
い。（回答は1

つ）

男性(n=1241) 女性(n=1212)

0.0

5.0

10.0

15.0

20.0

25.0

30.0

35.0

40.0

45.0
(%)

○ 東京圏転入者が現在（東京圏）の仕事を選ぶにあたって重視したことは、男女ともに「給与水準」や「自分の関心に近い仕
事ができること」が相当程度高い（６割超）。また、男性では「企業の将来性」、女性では「一都三県で仕事をすること」とする
割合も高い。女性では、さらに「育児・介護の制度が充実していること」も一定程度重視。（図１）

○ 東京圏転入者が地元の就職先を選ばなかった理由は、男女ともに「一都三県で仕事をしたかったから」が最も高い。また
、男性では「希望する仕事がなかったから」が、女性では「一都三県で暮らしたかったから」も相当程度高い割合。女性では「
親元や地元を離れたかったから」も高い割合。（図２）

n=

給与水準 自分の関
心事に近い
仕事ができ
ること

企業の業
種

自分の能
力を発揮で
きること

企業の将
来性（技術
力や営業
力を含む）

一都三県
（東京・埼
玉・千葉・
神奈川）で
仕事をする
こと

企業規模 育児・介護
のための制
度が充実し
ていること

学校や教
師の推薦

その他 特にない

TOTAL 2453 65.3 63.8 46.1 45.9 36.1 36.8 24.2 15.0 4.6 16.0 6.8

男性 1241 65.8 63.5 50.0 47.3 43.8 32.1 28.6 7.7 5.3 13.4 7.2

女性 1212 64.9 64.2 42.2 44.6 28.2 41.6 19.6 22.6 3.8 18.7 6.4

Q1　あなたの性
別をお答えくださ
い。（回答は1

つ）

男性(n=1241) 女性(n=1212)

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

60.0

70.0
(%)

図１ 現在（東京圏）の仕事を選ぶにあたって重視したこと（複数回答）

男女とも、給与水準、自分の関心に近い仕事等を重視

男性では、企業の将来性も高い割合

女性では、一都三県で仕事する
ことも高い割合、
育児・介護の制度の充実も一定程度重視

図２ 地元の就職先を選ばなかった理由（複数回答、抜粋）

男女とも、一都三県で仕事をしたかったから

男性では、希望する仕事がなかった、
女性では、一都三県で暮らしたかった、
も相当程度高い割合

女性では、親元や地元を
離れたかったも高い割合

出所：「東京圏に転入した若年者の『働き方』に関する意識調査」（平成27年10月）

地方から東京圏に転入した若年層の意識



○ 東京都への転入者数は、製造業、情報通信業、卸売業、小売業で多い。とりわけ、就業者数に比
して情報通信業の転入者数が多い。

○ 東京都への情報通信業の転入は25～34歳が全年齢のほぼ半数を占める。

図１ 東京都への業種別転入者数
※ 平成22年と平成27年の比較

図２ 東京都の情報通信業の年齢別転入者数
※ 平成22年と平成27年の比較

東京都への業種別転入者について

出所：総務省「国勢調査」（平成27年）から作成
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○ 東京圏以外出身者が東京都で暮らし始めた目的は、「東京に進学したい大学や専門学校があったから」（37.0％）が最も高く、
「新しい生活を始めたいと思ったから」、「色々なチャンスがあると思ったから」、「都会に憧れがあったから」と続く。

○ 男女別で見ると、女性では、「地元や親元を離れたかったから」、「地元に進学したい大学や専門学校がなかったから」の割
合が男性よりも高いのが特徴。若い女性は、進学だけでなく、地元に息苦しさを感じて移動している可能性が考えられる。

Q6 あなたが東京都に上京するときに考えていた目的や理由は何ですか。上京された当時のことを思い出していただき、あてはまるも
のをお答えください。（MA）

（資料）「東京都在住者の今後の暮らしに関する意向調査（2018）」

東京都で暮らし始めた理由・目的（東京圏以外出身：18～34歳）

進学チャレンジ憧れ

地元や親元を離れたかったから

地元に進学したい大学や専門学校がなかったから

東京

に進

学した

い大

学や

専門

学校

があっ

たから

新しい

生活

を始

めた

いと

思った

から

色々

なチャ

ンスが

あると

思った

から

都会

に憧

れが

あった

から

地元

や親

元を

離れ

たかっ

たから

やりが

いや

成長

を感じ

られる

仕事

がある

と思っ

たから

色々

な人

に出

会うこ

とがで

きると

思った

から

交通

の便

が良

いと

思った

から

趣味

をより

楽しむ

ため

地元

に進

学した

い大

学や

専門

学校

がな

かった

から

給与

の高

い仕

事に

就きた

いと

思った

から

日常

生活

が便

利そう

だと

思った

から

地元

に良

い就

職先

がな

かった

から

東京

で実

現した

い夢

があっ

たから

流行

や最

新のト

レンド

を入

手しや

すいと

思った

から

文化

や芸

術に

触れ

る機

会が

充実し

ている

と思っ

たから

レ

ジャー

施設

などの

遊ぶ

場所

が充

実して

いると

思った

から

異動

や親

や配

偶者

の都

合で

の転

居で

あり、

自分

の意

志で

はな

く、…

子育

てがし

やす

い環

境だと

思った

から

医療

や福

祉が

充実し

ている

と思っ

たから

老後

の生

活が

送りや

すそう

だと

思った

から

子ども

や孫と

同居・

近居

するた

め

親族

の介

護をす

るため

その

他

あて

はまる

ものは

ない

男性 40.9% 31.8% 37.5% 31.8% 21.6% 18.2% 14.8% 14.8% 13.6% 6.8% 9.1% 10.2% 8.0% 9.1% 9.1% 5.7% 6.8% 1.1% 0.0% 1.1% 1.1% 0.0% 0.0% 0.0% 13.6%

女性 33.7% 38.6% 27.7% 23.8% 26.7% 15.8% 11.9% 8.9% 8.9% 13.9% 9.9% 8.9% 8.9% 7.9% 6.9% 8.9% 7.9% 12.9% 3.0% 1.0% 1.0% 1.0% 1.0% 2.0% 9.9%

0.0%

5.0%

10.0%

15.0%

20.0%

25.0%

30.0%

35.0%

40.0%

45.0%

総計 189 37.0% 35.4% 32.3% 27.5% 24.3% 16.9% 13.2% 11.6% 11.1% 10.6% 9.5% 9.5% 8.5% 8.5% 7.9% 7.4% 7.4% 7.4% 1.6% 1.1% 1.1% 0.5% 0.5% 1.1% 11.6%

男性 88 40.9% 31.8% 37.5% 31.8% 21.6% 18.2% 14.8% 14.8% 13.6% 6.8% 9.1% 10.2% 8.0% 9.1% 9.1% 5.7% 6.8% 1.1% 0.0% 1.1% 1.1% 0.0% 0.0% 0.0% 13.6%

女性 101 33.7% 38.6% 27.7% 23.8% 26.7% 15.8% 11.9% 8.9% 8.9% 13.9% 9.9% 8.9% 8.9% 7.9% 6.9% 8.9% 7.9% 12.9% 3.0% 1.0% 1.0% 1.0% 1.0% 2.0% 9.9%
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今の生活

を変える

必要がな

いから

今の人づ

きあいを

失いたく

ないから

仕事を変

えるのは

難しいと

思うから

収入が下

がる気が

するから

医療・福

祉サービ

スの水準

が不安だ

から

公共交通

の利便性

が良くな

さそうだ

から

レジャー・

娯楽が充

実してい

なさそう

だから

日常生活

の利便性

が良くな

さそうだ

から

家族の生

活環境を

変える訳

にはいか

ないから

住居環境

が不安だ

から

新しく人

間関係を

作ること

が不安だ

から

やりがい

のある仕

事が地方

にはない

と思うか

ら

文化・芸

術が充実

していな

さそうだ

から

教育環境

が不安だ

から

住宅ロー

ンが残っ

ており、

居住先を

変えられ

ないから

その他

あてはま

るものは

ない

男性 61.1% 33.3% 22.2% 26.7% 17.8% 16.7% 7.8% 16.7% 16.7% 10.0% 7.8% 5.6% 3.3% 1.1% 2.2% 14.4% 6.7%

女性 72.9% 53.1% 45.8% 35.4% 25.0% 15.6% 21.9% 11.5% 11.5% 12.5% 13.5% 9.4% 8.3% 6.3% 2.1% 7.3% 15.6%

0.0%

10.0%

20.0%

30.0%

40.0%

50.0%

60.0%

70.0%

80.0%

Q17 あなたが東京都以外へ移住するつもりがないのはなぜですか。（MA）

（資料）「東京都在住者の今後の暮らしに関する意向調査（2018）」

東京都以外へ移住する予定がない理由（18～34歳）

○東京都在住者で移住を希望しない人があげる理由は、「今の生活を変える必要がないから」（67.2％）が最も高く、「今の人づ
きあいを失いたくないから」（43.5％）、「仕事を変えるのは難しいと思うから」（34.4％）、「収入が下がる気がするから」（31.2％）
が続く。

○男女別では、各理由について全体的に男性よりも女性が選択する割合が高く、「今の人づきあいを失いたくないから」、「仕事
を変えるのは難しいと思うから」、「レジャー・娯楽が充実していなさそうだから」などで、特に高い。

人間関係・
生活の変化

仕事の変化 地方の医療・福祉サービス水準に不安
（東京は相対的に充実しているというイメージの可能性）

レジャー・娯楽環境

総計 186 67.2% 43.5% 34.4% 31.2% 21.5% 16.1% 15.1% 14.0% 14.0% 11.3% 10.8% 7.5% 5.9% 3.8% 2.2% 10.8% 11.3%

男性 90 61.1% 33.3% 22.2% 26.7% 17.8% 16.7% 7.8% 16.7% 16.7% 10.0% 7.8% 5.6% 3.3% 1.1% 2.2% 14.4% 6.7%

女性 96 72.9% 53.1% 45.8% 35.4% 25.0% 15.6% 21.9% 11.5% 11.5% 12.5% 13.5% 9.4% 8.3% 6.3% 2.1% 7.3% 15.6%
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第４回検証会（4月19日）での東京一極集中に対する主な意見

○ 東京一極集中の是正に対しては、東京圏、地方都市圏、地方の３つの観点
が必要でないか。都市的ライフサイクルを選ぶ人に対して、地方都市圏を選
んでもらうのが重要。

〇 地方に魅力的な仕事がないということではなく、より具体的に言えば、やりがいの
ある仕事や自分の関心にマッチする仕事がないから、仕事の選択肢が豊富な東京
に出て行ってしまうという面があるのではないか。

〇 本社機能が集中しているところにサービス業も集中するため、圧倒的に本社が集
中している東京において職業の選択の幅は特に広がる傾向にあることから、このよ
うな要因が人を引き付けているのではないか。

〇 近年はバブル期に達するくらいの水準にまで東京の地価やマンション価格などが
上昇しているにもかかわらず、女性の流入が続いていることから、東京への移動に
ついて、これまでとは異なる要因がはたらいていると考えるべきである。

○ 地方大都市からの流入が東京一極集中の大きな要因になっていることから、
地方大都市の地方総合戦略については、個々の自治体ベースで取り組むだけ
でなく、地方圏の経済界も巻き込んで取り組むべきでないか。
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東京圏 地方大規模都市 地方
① ①、②

③

東京圏への憧れ

希望する企業（大企業等）・業種の
あるイメージが高い
企業の認知度が高い

地元を離れたい（しがらみが面倒）

多様な大学がある
東京圏に引きつけられ
る要因（PULL要因）

地方に引かれない
要因（PUSH要因）

移住を阻害する要因
（HOLD要因）

志望したい大学が無い

希望する企業・業種が不足、企業
の認知度が低い

生活が不便（イメージ含む）

東京23区の大学の定員抑制

キラリと光る地方大学づくり等

地方拠点強化税制

政府関係機関の地方移転

地方創生インターンシップ事業

子供の農山漁村体験の充実

生涯活躍のまちの推進

地域おこし協力隊の拡充

UIJターンによる起業・就業の創出

地方生活の魅力の発信

地方・移住等に関する情報が無い

経済的に負担

地方との関わりが無い

関係人口の増大

→東京と地方を比較した明瞭な情報発信

高校と地域づくり

→「地元」を担う人材育成
エンターテインメントが少ない

生活・仕事・学校を変えたくない

人付き合いを失いたくない

①

③

②

東京圏・地方大規模都市・
地方の移動イメージ

③

都市圏

青枠：既存施策、赤枠：今後の取組の方向性 20

東京一極集中に影響を及ぼす可能性のある要因例（個人の移動要因）



東京23区の
大学の定員抑制

地方大学・地域産業
創生交付金

移住・起業・就業支援

「移転基本方針」
を決定

2014 2015 2016  2017 2018 2019 2020  2021 2022
地方創生開始

年度

地方拠点強化税制

制度創設

【参考】地方への新しいひとの流れをつくる主な取組例

今後検討数次にわたって拡充

政府関係機関の
地方移転
（文化庁、消費者庁、
総務省統計局等）

文化庁が京都に一部移転

徳島県に「消費者行政新未来
創造オフィス」を開設 検証・見直し

和歌山県に「統計データ利活用センター」を設置

一部先行実施 本格実施

2018年度採択・2019年度申請受付

2019年度交付決定

地域おこし協力隊
の拡充

2024年度までに
8,000人目標

2017年度時点
4,976人

子供の農山漁村
体験の充実

目標設定
2024年度までに小学生65万人、
中学生75万人、高校生30万人目標

2024年度までにUIJターンを
６万人創出目標

遅くとも2021年度中の本格移転を目指す
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